
 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく行動計画 
 

令和３年３月２９日 
国立研究開発法人森林研究・整備機構 

 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）及び基本方針

に基づき、国立研究開発法人森林研究・整備機構は、女性の職業生活における活躍の必要性を理

解し、役職員一人一人の個性と能力を十分に発揮させることができる職場の実現を図るため、次のとお

り一般事業主行動計画を策定する。 

 
１． 計画期間 ： 令和３年４月１日 ～ 令和８年３月３１日（５年間） 

 

 

２．当機構の課題 

（１）採用者の女性割合は前計画期間において概ね目標を達成したが、職員全体に占める

女性職員割合は低い。（女性職員割合：１８．１%，令和３年１月現在） 

（２）管理職に占める女性割合が低い。また、管理職を目指す職員の割合が低い。 

（国の目標では２０２０年代の可能な限り早い時期に３０%程度） 

（３）育児休業を取得する男性職員は増加したが、取得率はまだ低水準。 

（平成３０年度：２３．５％，令和元年度：２０．０％） 

 

 

３．目標と取組内容・実施時期 

 目標１：一般職員採用者に占める女性割合を３５％以上、研究職員採用者に占める女性割合を

３０％以上にする。 

＜取組内容＞ 

○令和３年４月～ 広く女性が活躍できる職場であることをアピールするともに、採用対象となる

方々への積極的な働きかけを進めるため、次の取組を行う。 

・機構の業務説明会、機構各機関への職場訪問や Web 説明会等の実施を進める。 

・ホームページでのダイバーシティ取組状況の紹介、学会等各種イベントを利用した採用案内パンフ

レットの配布等を行う。 

 

 



 

 目標２：管理職に占める女性割合を８％以上にする。 

＜取組内容＞ 

○令和３年４月～ 女性管理職登用における状況把握・課題分析を行い、職場環境整備に努め

る。 

○令和４年４月～ 女性管理職育成を目的としたキャリアアップ研修、管理職育成研修の実施とフ

ィードバックを行う。 

 

 

 目標３：育児休業の取得割合を男性職員３０％以上、女性職員９５％以上とする。 

＜取組内容＞ 

○令和３年４月～ 次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画と連動し、育児休業等の育

児支援制度に関する情報提供等を進め、育児休業を取得しやすい職場風土の醸成を図る。 

○令和３年１０月～ 育児休業の取得例、取得の体験談等の情報のホームページ等での共有を

進める。 


